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報道関係各位                                                                 平成 22 年 8 月 2 日(月) 

レキシコム総合研究所・株式会社レキシコム 

 

 

レキシコム総合研究所は、7 月 1 日に公表した内部統制報告書の分析速報に引続き、2010 年 3 月期の内部統

制報告書の記載内容を分析し、調査レポートとしてリリースいたします。 

内部統制報告制度の適用 2 年目を迎え、前年の経験を踏まえた対応が進められました。その結果として公表さ

れた内部統制報告書ですが、概括的な検討を加えることによって全体としての動向を把握することは、各企業

の制度対応に関する意思決定情報として有用な情報になると考えております。 

 

 

＜＜内部統制報告書の記載内容に関する前期比較＞＞ 

経営者が実施する内部統制の有効性評価に関し、その評価範囲及び主要な事業目的に関する勘定科目を

前年度と変更している企業が相当数存在しました。 

評価範囲の決定方法や、事業構造の変更等に応じて、内部統制の有効性評価の評価範囲は変わる可能性

があります。そのため、範囲や対象となる勘定科目に変更が生じていることについては問題にはなりま

せんが、変更が生じた場合の理由を開示している企業が大変少ないという結果になりました。 

変更は、何らかの理由が存在すると思われますので、変更を行った企業に対しては、より積極的な理由

の開示を求める必要があります。 

 

 

１．事業拠点の選定方法の変更 

全社的な内部統制の評価範囲は、実施基準において「原則として、すべての事業拠点について全社的な

観点で評価する」「ただし、財務報告に対する影響の重要性が僅少である事業拠点に係るものについて、

その重要性を勘案して、評価対象としないことを妨げるものではない」と定められています。一方で金

融庁が公表した Q&A（問３）では、「例えば、売上高で全体の 95%に入らないような連結子会社は僅少

なものとしてはずすといった取扱いは一般的なものである」と記載されております。決算・財務報告プ

ロセスの全社的な観点で評価する部分にも影響するため、選定の方法は重要です。最も多い記載方法は

「僅少な事業拠点を除くすべて」であり、約 97％が当該表記をしていました。 

 

 

【調査・レポート】 

2010 年 3 月期決算の「内部統制報告書」を詳細分析！

前 期 比 較 に よ っ て 見 え て く る 各 社 の 制 度 対 応

内部統制報告書の記載項目毎に、また外部監査における監査意見との関係も含めて詳細に分析！

レキシコム総合研究所が 3 月決算企業の「内部統制報告書」の詳細分析結果を公表！！
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事業拠点の選定方法 
2010 年 3 月期 参考：前

年度割合社数 割合 

全体の 95％ 34 1.3% 1.6%

僅少な事業拠点を除くすべて 2,532 97.3% 96.2%

その他 7 0.3% 0.7%

記載なし 28 1.1% 1.6%

合計 2,601 100.0% 100.0%

 

 

２．重要な事業拠点の選定指標の変更 

重要な事業拠点を選定するために、各社の判断により、例えば売上高等の指標を用います。いつ時点の

どの基準を用いて選定指標とするのかについて明確に定められていません。また金融庁の Q&A（問１０

４）では「業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高

（連結会社間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき」と記載されています。 

評価範囲の選定基準が前年と比較して異なっていた企業は、240 社（9.3％）でした。その内訳は次のと

おりです。選定基準の変更は、例えば利益基準であったものを売上高基準にするといった基準そのもの

の変更の場合と、基準自体の変更ではなくその基準値（「一定割合」）を変更した場合に大きく分けられ

ます。 

 

評価対象決定基準の変更内容 社数 

期間の変更 161 

指標（一定割合）の変更 82 

新規設定 23 

基準削除 15 

一部追加 5 

一部削除 7 

表現変更 2 

その他 3 

合計 298 

 

 

３．勘定科目の変更 

評価範囲を決定した後、評価対象とする勘定科目に至るプロセスを決定しますが、その対象となる勘定

科目について比較しました。仮に評価範囲が同一であったとしても、対象となる勘定科目が異なること

により、評価対象となるプロセスが異なることになります。勘定科目は企業の主要な業務プロセスに関

するものであるため、企業における主要な業務が変更された場合には、主要な業務プロセスが変更にな

ることについて、注意することが必要です。すなわち、主要な業務プロセスに係る勘定科目の変更は、

企業の業容の変化に伴って順次変更されていくことになります。 
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 勘定科目の変更 基準の変更あり 基準の変更なし 合計 

評価範囲の変更あり 勘定科目数が増加 3 5 8 

勘定科目数が減少 2 5 7 

対象とする勘定科目の変更 0 9 9 

勘定科目の変更無し 40 176 216 

小計 45 195 240 

評価範囲の変更なし 勘定科目数が増加 0 37 37 

勘定科目数が減少 2 43 45 

対象とする勘定科目の変更 0 38 38 

勘定科目の変更無し 19 2,197 2,216 

小計 21 2,315 2,336 

合計  66 2,510 2,576 

 

 

＜＜監査人の変更と経営者の評価結果との関係＞＞ 

監査人の変更が様々な理由により行われますが、その変更と経営者の評価結果との関係についても分析

を行いました。 

 

監査法人の変更 経営者による意見の推移 社数 占める割合 

変更あり 有効→有効 102 82.9% 

有効→有効でない 5 4.1% 

有効でない→有効 12 9.8% 

有効でない→有効でない 4 3.3% 

小計 123 100.0% 

変更無し 有効→有効 2,397 97.7% 

有効→有効でない 7 0.3% 

有効でない→有効 40 1.6% 

有効でない→有効でない 9 0.4% 

小計 2,453 100.0% 

合計  2,576  

 

監査法人を変更した場合を変更していない場合と比較すると、それぞれの場合に占める「有効→有効で

ない」の比率が高くなっています。同様に「有効でない→有効」となっている場合も監査法人が変更に

なった場合が多いですが、それぞれの場合に占める割合を考慮すると、前者の影響度が大きく出ている

と考えられます。 
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上記のほか、詳細な分析結果をレポートとして下記に掲載していますのでご参照ください。 

http://www.lexicom.jp/knowledge/ic201003.pdf 

 

 

内部統制報告書の表紙から結論まで、内閣府令で定められた記載内容について個別に分析を実施してお

ります。また、監査人による内部統制監査の意見との関係、及び財務諸表監査の意見との関係も含めて

分析を行っております。 

 

 

・本件に関するお問い合わせ 

レキシコム総合研究所（株式会社レキシコム内） 

担当 ： 椙山（すぎやま） 

TEL ： 03-6272-6550 

E-Mail ： contact@lexicom.jp 
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＜資料＞ 

レキシコム総合研究所（所在地：東京都千代田区、所長：中原國尋、以下：当研究所と表記）は、2008 年 4

月 1 日以降開始年度に適用された内部統制報告制度に関し、2009 年 3 月期引き続き、2010 年 3 月期に公表さ

れた「内部統制報告書」を分析し、その結果を公表致しました。また内部統制報告書の外部監査人による監査

結果であります「内部統制監査報告書」についても、併せて分析しております。 

当研究所は、公認会計士が中心になって活動しているコンサルティング会社が共同で設置した研究所であり、

会計及び監査に関する情報を中心に分析・調査研究を行っている組織です。 

 

■ 組織概要 

当研究所は、公認会計士が中心となって活動をしている下記に記載の会社が中心となって、会計及び監査に関

する調査・研究を中心に、様々な視点から社会に有用と考えられる情報を発信するために設立されました。 

株式会社レキシコム 代表取締役 中原國尋 http://www.lexicom.jp/ 

TY コンサルティング株式会社 代表取締役 中野敬久 http://www.ty-consul.co.jp/ 

株式会社 elecolle（エレコレ） 代表取締役 椙山嘉洋 http://www.elecolle.co.jp/ 

名称 ： レキシコム総合研究所 

目的 ： 会計及び監査に関する調査・研究、情報の収集 

所在地 ： 東京都千代田区神田神保町三丁目７－１ ニュー九段ビル（株式会社レキシコム内） 

電話番号 ： 03-6272-6550 

 

■ 所長略歴 

中原 國尋 －公認会計士・システム監査技術者・公認内部監査人 

株式会社レキシコム 代表取締役 

特定非営利活動法人 日本 IT 会計士連盟 副代表理事 

日本公認会計士協会 IT 委員会 監査 IT 対応専門委員、IT 教育専門委員 


